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株式交換に係る事前開示書類 

 

当社は、2021年 12月 21日付で敦賀セメント株式会社（以下「敦賀社」といいます。）との間で

締結した株式交換契約に基づき、2021年 3月 1日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会

社、敦賀社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行います。 

会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条に定める事項は下記のとおりです。なお、

本株式交換は、当社においては会社法第 796 条第２項に定める簡易株式交換に該当します。 
 

記 
 

１．株式交換契約の内容（会社法第 794 条第１項） 

別紙１をご参照ください。 
 

２．会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

（会社法施行規則第 193 条第１号） 

別紙２をご参照ください。 
 

３．会社法第 768 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

（会社法施行規則第 193 条第２号） 

該当事項はございません。 
 

４．株式交換完全子会社についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 193条第３号） 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙３をご参照下さい。 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はございません。 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他会社財産の状

況に重要な影響を与える事象の内容 

敦賀社と当社は、本株式交換を行うことに関し、2021年 12月 21日、本株式交換契約を締結

いたしました。本株式交換契約の内容は、別紙１をご参照下さい。 
 

５．株式交換完全親会社についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 193 条第４号） 

（１）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の

状況に重要な影響を与える事象の内容 

当社は、2021 年 12 月 21 日開催の取締役会において、敦賀社との間で本株式交換を行うこ

とに関し、決議のうえ、同日、本株式交換契約を締結いたしました。本株式交換契約の内容

は、別紙１をご参照下さい。 
 

６．株式交換が効力を生ずる日以降における当社の債務の履行の見込みに関する事項（会社法施

行規則第 193 条第５号） 

本株式交換は会社法第 799 条第１項の規定の適用を受けないため、該当事項はございません。 
 

以上 



別紙１ 



株 式 交 換 契 約 書

太平洋セメント株式会社

敦賀セメン ト株式会社



株式交換契約

太平洋セメン ト株式会社 (以下「甲」とい う。)と 敦賀セメン ト株式会社 (以下「乙」という。)

は、以下の通 り株式交換契約 (以 下 「本契約」という。)を締結する。

第 1条 (株式交換 )

本契約に定めるところに従い、甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子

会社 とする株式交換 (以下 「本株式交換」という。)を行い、甲は、本株式交換により乙の発

行済株式 (ただし、甲が有する乙の株式を除く。)の全部を取得する。

第 2条 (甲及び乙の商号及び住所 )

甲及び乙の商号及び住所は、それぞれ次のとお りである。

株式交換完全親会社 (甲 )

(商号)太平洋セメン ト株式会社  (住所)東京都文京区小石川一丁目1番 1号

株式交換完全子会社 (乙 )

(商号)敦賀セメント株式会社   (住所)福井県敦賀市泉 2号 6番地 1

第 3条 (本株式交換に際して交付する株式及びその割当てに関する事項 )

甲は、本株式交換に際して、その保有する自己の普通株式を、第 5条で定める効力発生 日の

前 日の最終の株主名簿に記載又は記録された乙の株主 (甲 を除く。以下 「本割当対象株主」と

い う。)に対し、その有する乙の普通株式の合計数に 0,0692を 乗じて得た数の甲の株式を交付

する。

2.甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対 して、その保有する乙の普通株式 1株につ

き、甲の普通株式 0,0692株 の割合をもつて割り当てる。

3.甲が前項に従つて本害1当 対象株主に対 し交付する甲の株式の数に 1株に満たない端数があ

るときは、甲は、会社法第 234条その他関係法令の規定に従い処理する。

第 4条 (甲 の資本金及び準備金の額に関する事項)

本株式交換に際して増加する甲の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第 39条の規定に

従い、甲が別途定める額とする。

第 5条 (効力発生日)

本株式交換がその効力を生ずる日 (以 下 「効力発生日Jと いう。)は、2022年 3月 1日 とす

る。ただし、本株式交換の手続の進行上の必要性その他の事由により必要があるときは、甲乙

協議 し合意の上、これを変更することができる。

第 6条 (株主総会の承認等 )

甲は、会社法第 796条第 2項の規定により、本契約について、会社法第 795条第 1項に定め

る株主総会の決議による承認を受けることなく本株式交換を行 う。ただし、会社法第 796条第

3項の規定により、本契約につき株主総会の承認が必要となった場合には、甲は、効力発生日

の前 日までに株主総会を開催 し、本契約の承認及び本株式交換に必要な事項に関する決議を求

めるものとする。

2.乙は、本株式交換について、効力発生 日の前日までに株主総会を開催 し、本契約の承認及び

本株式交換に必要な事項に関する決議を求めるものとする。



第 7条 (自 己株式の消却)

乙は、効力発生日の前 日において乙が保有する自己株式 (本株式交換に際して行使される会

社法第 785条第 1項に基づく反対株主の株式買政請求により乙が取得する自己株式を含む。)

の全部を、効力発生日の前 日までに開催する乙の取締役会の決議により、効力発生 日の前 日に

おいて消却する。                               ′

第 8条 (善管注意義務 )

甲及び乙は、本契約締結後、効力発生日に至るまでの間、善良なる管理者の注意をもつて各

業務を遂行 し、かつ、一切の財産の管理を行 う。また、その財産又は権利義務に重要な影響を

及ぼすおそれのある行為又は本株式交換の実行に重大な影響を及ぼすおそれのある行為を行

お うとする場合は、あらかじめ甲乙協議 し合意の上、これを実行するものとする。

第 9条 (剰余金の配当)

甲及び乙は、別途書面に合意する場合を除き、本契約締結 日後、効力発生日より前の日を基

準 日とする剰余金の配当を行ってはならない。

第 10条 (契約の変更又は解除等)

本契約締結の日から効力発生 日に至るまでの間において、天災地変その他の事由により甲乙

のいずれかの資産若 しくは経営状態に重要な変動が生じ、又はそれらに隠れた重大な瑕疵が発

見されたとき、本株式交換の実行に重大な支障となる事態が発生し又は明らかとなったとき、

その他本契約の目的の達成が困難 となった場合には、甲乙協議 し合意の上、本株式交換の条件

その他本契約の内容を変更し、本契約を解除することができる。

第 11条 (本契約の効力)

本契約は、次の各号のいずれかの場合には、その効力を失 う。

(1)甲 において会社法第 796条第 3項の規定に基づき株主総会の決議が必要になった場合

で、効力発生日の前 日までに、甲の株主総会において本契約または本株式交換に必要な事

項に関する承認が得 られなかった場合

(2)効力発生 日の前 日までに、第 6条第 2項に定める乙の株主総会において本契約または本

株式交換に必要な事項に関する承認が得られなかった場合

(3)前条の規定に従い本契約が解除された場合

(4)本株式交換について法令上必要な監督官庁の許可、承認の取得、又は監督官庁に対する

届出手続が完了しない場合

第 12条 (裁判管轄)

本契約の履行及び解釈に関して紛争が生じた場合には、東京地方裁判所を第一審の専属的合

意管轄裁判所 とする。

第 13条 (協議事項)

本契約に定める事項のほか、本株式交換に関して必要な事項については、本契約の趣旨に則

り、甲乙それぞれが誠実に協議 し合意の上、これを定める。

(以下 余白)



本契約締結の証として本契約書2通を作成し、甲乙記名捺印の上、各 1通をイ呆有するα

2021年^12月 21日

申 東京都文京区小石川二丁日1番 1号

太平洋セメント株式会社

代表取締役社長   不死原 正文

乙 福井県敦賀市泉 2-号 6番地 1

敦賀|セ メント株式会社

代表取締役社長   山本 学
―





別紙２ 会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 

当社は、本株式交換における会社法第 768条第 1項第 2号及び第 3号に掲げる事項について、以

下のとおり、これを相当と判断しました。 

１．本件株式交換に際して交付する株式の算定方法及びその割当ての相当性に関する事項 

（１）本株式交換に係る割当ての内容 

当社 

株式交換完全親会社 

敦賀社 

株式交換完全子会社 

本株式交換に係る割当比率 1 0.0692 

①株式の割当比率

当社は、本株式交換により、効力発生日の前日における敦賀社の株主様に対し、その保有

する敦賀社普通株式１株に対して、当社普通株式 0.0692株を割当て交付します。ただし、

当社が保有する敦賀社普通株式については、本株式交換による株式の割当ては行いません。 

なお、上記の本株式交換に係る割当比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生

じた場合には、両社協議の上変更することがあります。 

②株式交換により交付する株式

普通株式 432,719株（予定） 

なお、交付する当社普通株式には当社が保有する自己株式を充当する予定であり、新株

の発行は行なわない予定です。 

③敦賀社は本株式交換の効力発生日の前日までに開催する取締役会の決議により、効力発生

日の前日において保有するすべての自己株式（本株式交換に関して行使される反対株主の

株式買取請求権に応じて敦賀社が取得する自己株式を含みます。）を消却する予定です。

そのため、本株式交換によって割当交付する株式数については、敦賀社の自己株式の消却

等の理由により今後修正される可能性があります。

④単元未満株式の取扱い

本株式交換に伴い、当社の単元未満株式（１単元（100 株）未満の株式）を保有すること

となる敦賀社の株主様は、下記の制度をご利用いただくことができます。なお、金融商品

取引所市場において単元未満株式を売却することはできません。 

１）単元未満株式の買増制度（１単元（100 株）への買増し） 

会社法第 194 条第１項及び当社定款第 10 条の規定に基づき、当社の単元未満株式

を保有する株主様が、その保有する単元未満株式の数と併せて１単元（100 株）と

なる数の普通株式を当社から買い増すことができる制度です。 

２）単元未満株式の買取制度（１単元（100 株）未満株式の売却） 

会社法第 192 条第１項の規定に基づき、当社の単元未満株式を保有する株主様が、

その保有する単元未満株式を買い取ることを当社に対して請求することができる制

度です。 

⑤1株に満たない端数の処理

 本株式交換に伴い、当社の普通株式 1株に満たない端数株の割当てを受けることとなる

敦賀社の株主様に対しては、会社法 234条その他の関連法令の定めに基づき、その端数の



合計数（その合計数に 1 に満たない端数ある場合は、これを切り捨てるものとします。）

に相当する当社の普通株式を売却し、かかる売却代金をその 1株に満たない端数に応じて

当該端数の交付を受けることとなる敦賀社の株主様にお支払いいたします。 

 

（２）本件株式交換に係る割当ての内容の算定根拠 

本株式交換の株式交換比率の算定にあたり、公正性・妥当性を確保するため、両社から独立

した第三者機関として、株式会社みおぎアドバイザリーを選定し、同第三者機関に対して当

社及び敦賀社の株式価値の算定を依頼しました。同第三者機関は、上場会社である当社の株

式価値については市場株価法、非上場会社である敦賀社の株式価値については配当還元法お

よび類似会社比準法により算定しました。 

当社及び敦賀社はその算定結果を参考に、両社間において真摯に交渉・協議を行い、上記の

本株式交換に係る割当比率が妥当であるとの判断に至りました。 

 

２．株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

本株式交換に際して増加する当社の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第 39 条の規定

に従い、当社が別途定める額といたします。かかる取り扱いは、法令及び当社の資本政策に鑑

み、相当であると考えております。 

 

 



別紙 8

事 業 報 告

(自 令和 2年 4月 1日  至 令和 3年 3月 31日 )

1.  羽鮨ミ会誌歓つ夢試兄

(1)事業の経過及びその成果

当社96期 (2020年 4月 1日から2021年 3月 31日 まで)の事業概況と決算につきまして、ここにご報告

申し上げます。

当期におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によって緊急事態宣言が発出され

る中で、景気は大変に厳しい状況で推移しましたが、各種経済紺策の効果に加え、米国や中国経済の回

復影勢 あり、企業収益や設備投資には持ち直しの兆しが見られまし亀

また、世界経済については、各国でワクチンの接種が開女台されているものの、経済活動の制限緩和や経

済対策による景気回復の状況には地域差があり、依然として新型コロナウイルス感染症の収束時期が見通

せない中で、先行きは不透明な状態が続いております。

セメントの国内需要は、榊 ロナ[ンイルる感染症拡大による工事中断等の影響は6月 以降減少したもの

の、建設労働者不足による工程遅延や工期の長期化等の郷 あり、官公需・民需ともに低調に推移した

結果、全体では 38,670千屯と前期イひヒベ 5.6%減少しました。その内、輸入品は 20千屯と前期10ヒベ

9.9%減少しました。また、総輸出数量は 11,113千屯と前期に比べ 5.5%増加しました。

このような状況の下、当社の国内セメント事業部門は、652千屯(前年同期比 89.8%)となり、売上高では

459百万円減収の3,526百万円(前年同期比 88.5%)と なりました。

その他の事業部門では、部門全体の売上高は24百万円減収の2,334百万円(前年同期比98.9%)と なり

ました。

全部門の売上高としては、484百万円減収の5,860百万円(前年同期比92.4%)となりました。

コスト面では、石炭購入価格の値下がりなどにより、変動費がt当たり472円コスト減となり、前期に実施し

たキルン排気ガス用集塵機がグフィアレタ化工事による減価償却費増などにより、固定費はt当たり327円コ

スト増となりましたが、合計¬飩当たり145円のコスト減となりました。

以上の結果、当期における経常利益は101百万円減益の631百万円(前年同期比86.2%)となりました。

〔1〕



【国内セメン膊弱部 Fヽ日】

当社出荷エリアにおける製品の販売状況について、県別セメント需要の前年同期比をみると、福井県は

78.6%、 滋賀県は 100.6%、 京都府は89,3%となっております。

こうした状況の中、当社の主力である地元福井県において、北陸新幹線関連工事向けの出荷が一段落し

たことによる影響などにより、国内セメント販売数量は74勅 の652千t(前年同期比 89.8%)、 売上高は

459百万円減収の3,526百万円(前年同期比88.5%)となりました。

【その他の事業部門】

タンカルについては、北陸電力敦賀火力発電所1号機、2号機共に前年度よりも稼働したことにより、

5,946屯増の42,453屯 (前年同期比 116.3%)となりました。

固化本オについては、福井県において、北陸新幹線関連工事向けの出荷が一段落したことイこより、3,739

屯減の58,256屯 (前年同期比94.0%)となりました。

SEリバース(石灰系固イヒ羽つについても、北陸新幹線関連工事向けの出荷が一段落した とにより、2,630

屯減の5,315屯 (前年同期比66.9%)となりまし亀

その他の事業部門全体の売上高としては、2,334百万円(前年同期比98.9%)と 24百万円の減収となりま

した。

(2)中 触

なお、当期に実施した主要な設備投資としましては、キルン排ガス用ダクトー部及び原料ミル入 ロダクト

更新、K-2キルン制イ卸盤。電動機更新工事、原料系センタム更新工事などがありました。

(3)今後の縄

今後のわが国経済は、景気の持ち直しの動きが続くことが期待されますが、新型コロナウイルス感染症

に封するワクチン接種が開始されたものの、現在も感染拡大力淋隣 する状況において、経済活動の本格

的な回復には相当の時間を要するものと思われます。当社を取り巻く環境としましては、北陸新幹線関連

工事が終息し、地場のセメント需要は減少すると想定されます。コスト面でも石炭価格上昇や物流コストの

上昇などが懸念されます。

このような状況の中、当祉 しましては、機会損失無きよう1こ生産体制を万全に整えると共に、引き続きコ

スト削減に向けて取鉾財ンで参り、今後も太平洋グループの一員として更なる貢献彦目指していきます。

〔2〕



(4)財産及噛 益の状況

第93期

(平成80年 3月 期)

第 94期

(平成 31年 3月 期)

第 95期

(令和 2年 3月 期)

第 96期
(令和 3年 3月 期)

売 上 高
千円

5,673,028

千円

6,341,159

千円

6,345,280

千円

5,860,396

経 常利 益
千円

622,556

千円

629,238

千円

732,404

千円

631,151

当期純利益
千円

385,277

千円

481,745

千円

338,389

千円

690,531

1株 当 り

当期純利益

円

18.34

円

22.94

円

16.11

円

32.88

総 資 産
千円

13,390,674

千円

13,78■ 513

千円

14,577,411

千円

15,439,521

(5)重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

当社の親会社は太平洋セメント酬で、当社の株式 1■ 101千株 (出資比率 67.1%)保有

いたしておりま坑

当社は親会社合セメントの令量を販売しています。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の

出資比率
主要な事業内容

敦賀セメント運輸鵬 40,000千円 88.250/0 騨 搬

敦賀セメント建財棚 20,000千円 1000/0 セメント・固化材 。生コン等販売

爛 テクノンルガ 50,000千円 100 % 設備設計・施工

ツルガ物流爛 10,000千円 1000/0 セメントと夕激ル電昴船等腿

福井′J濁ケ田レミコンlホ州 10,000千円 ※90,0°/。 生コン製造販売

武生′l濁ユ田レミコン帥 10,000千円 ※90,0°/。 生ヒ「ン麟

石山鉱業謝 32,000千円 62.50% 石灰石販売

※印の会社は間接保有を含んでおります。

(6)主要な事業内容

各種セメントおよび関連製品製造ならびに販売

(7)主要な営業所および工場

本社および工場は福井県敦賀市に所在しております。

〔〔3〕



(8)碑 の潮

徳)従業員数には、臨時従業員 1名、嘱託 4名、社外へ出向中の従業員 15名 を含みま坑

(9)主要な借入先

2.会社の株式に関する事項

(1)猪帯 株式の総教                   21,000,000株
(2)株主数                            40名

(3)大株主 (発行済株式の総数の 10分の 1以上の数の株式を有する株劃

株  主  名 持  株  数

太平洋セメントl抑 14,101千 株

3.会社役員に関する事項

(1)取締役および監査役の氏名等 (2021年 3月 31日現在)

氏   名 会社における地位 他の法人の代表状況等

山 本  学 取締役社長 (代表取締役)

三 上 立 人 常務取締役
敦賀セメント運輸爛代表取締役社長

敦賀セメント建材 ll対代表取締役社長

牛 木 保 司 取 締 役 太平洋セメント爛顧問

松 本 好 弘 取 締 役 敦賀セメント運輸ll内常務取締役

近 藤 和 彦 取 締 役 鉱山部長 (石山鉱山l抑代表取締役社長)

江 波 昭 一 取 締 役 生産部長

寿恵村 哲 哉 監 査 役 太平洋セメントl本ハ執行役員監査部長

熊 谷 祐 一 監 査 役 太平洋セメン ト爛セメント事業本部 管理部長

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

104人 3人増 45。2歳 24.8年

借 入 先 借 入 額

l抑北陸銀行 1,451,686千 円

lホ州みずほ銀行 523,750千 円

l抑 日鞭 資髯〒 543,100千 円

憫晰冨)鴇餌訴子 408,505千 円

鮪 井階銹訴〒 55,716千 円

敦賀信用金庫 9 662千円

〔41



(2)取締役および監査役の報酬件の額

取締役   6名   21百 万円

(D l.上記のほか、使用人兼務役員の使用人相当額を16百万円支払っております。

2.報酬額には、役員退職慰労引当金が含まれております。

3.株主総会決議による取締役に対する報酬限度額は年額 120百万円であります。

(昭和61年 7月 定時株主総会)

4.株主総会決議による監査役に対する報酬限度額は年額36百万円であります。

(平成 6年 7月 定時株主総会)

4. 会漏鍔孟整ヲ惚ゆ糊

(う鉾鵜鯉動豆嘉称

(2的
輪 博望琴子2条第 1項の為囲蘇 る辛田対時の額  年額 7,600千円

〔5〕



賞 借 対 照 表

(令和 3年 3月 31日 現在 )

(記載金額 は千円未満 は切 り捨 てて表示 して お ります。 )

16〕

目科 金 額 目科 金 額

(資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売    掛     金

商 品 及 び 製 品

仕     掛     品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前  払  費  用

未   収   入   金

預     け    金

そ    の     他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建          物

構     築    物

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

原    料     地

土          地

リ ー ス 資 産 (有 形 )

建  設  仮  勘  定

無 形 固 定 資 産

借     地    権

鉱     業    権

ソ フ ト ウ エ ア

そ    の     他

投 資その他 の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出    資     金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ    の     他

貸  倒  引  当  金

千 円

51650,463

994,336

36,042

514,785

877,704

185,186

18,607

918,045

5,917

297,577

1,800:188

2,070

9,789,057

5,998,134

741,437

923,562

1,928】955

4,755

49〕347

62,470

1,580】775

14,270

692,560

156,410

7,937

22,376

124〕 589

1,506

3】 634,512

3,478,818

136,550

1,699

3,129

2,398

17,986

△6,069

(負債 の部 )

流 動 負 慣

買     掛

短  期  借

リ  ー  ス

未     払

未   払

未  払 法

預       り

前   受

賞  与  引

入

債

費

人 税

J又

当

金

金

務

金

用

等

金

益

金

固 定 負 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務 (長 期 )

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

預  り  保  証  金

資 産 除 去 債 務

繰 延 税 金 負 債

負 債
△
ロ

(純 資産の部 )

株 主 資 本

資  本 金

資本剰余金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利益準備金

その他 利益剰余金

固 定 資 産 圧 縮 準 備 金

配 当 準 備 積 立 金

別  途  積  立  金

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 日換 算 差 額 等

そ の他 有 価 証 券評価 差額 金

計

2,746,346

512,521

1,325,522

4,183

537,355

188,349

111,452

4,192

9,937

52,833

千 円

3】 212,886

11666,897

11,458

1,015,399

11,190

24,500

31,671

451,770

5,959,233

7,396,893

1,050,000

76

76

6〕 346,816

262.423

6,084,393

109,729

100,000

1,390,000

4,484,663

2,083,394

純 資 産 合 計 914801288

資 産 合 計 15,439,521 負 債 ・ 純 資 産 合 計 lS,439,521



損 益 計 算 書

〔
令和

令和

2年 4月  司日か ら

3年 3月 3司 日まで

科 目 金 額

売   上   高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息及 び配 当金     ´

営業補償 金

補 助金収 入

その他

営 業 外 費 用

支 払利息

業務委託 費

その他

経 常 利 益

特  別  利  益

移転補償 金

固定資産処分益

特  別  損  失

固定資産 処分損

その他特別損 失

税 引 前 当期 純 利 益

法 人税 、住 民税 及び事業税

法 人税 等調整額

当期 純 利 益

千 円

69,550

901808

36:141

44,134

千円

51860,396

4,742、 502

1,117,894

605,069

512,824

240,633

122306

20,182

33,636

68.487

444,336

30

631,151

444,366

82.594

671281

15.312

161,134

141.257

992,923

302∫ 392

690,531

(記載金額 は千円未 満は切 り捨 てて表 示 してお ります。 )

〔71



株主資本等変動計算書

(自 令和 2年 4月 1日 ～至令和 3年 3月 31日 )

位 :千円)

(記 載金額は千円未満は切 り捨てて表示 しております。 )

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

資  本  金 資 本

準備金

資 本

剰余金

合 計

令和 2年 4月 1日  残高 110501000 76 76

当期間中の変動領

固定資産圧縮準備金の取崩

剰余金の配 当

当期純利益

株主資本以外の項目の

当期間中の変動額 (純 額 )

当期間中の変動額合計

令和  3年 3月 31日  残高 1,050,000 76 76

株 主 資 本

利  益   剰  余  金

利 益

準備金

その他 利益剰余金

利 益

剰余金

合 計
配 当準備

積 立 金

固定資産
圧  縮

準 備 金

別 途

積立金

繰越利益

剰 余 金

令和 2年 4月 1日  残高 262,423 100,000 147,976 113901000 3,327,885 5,698,285

当期間中の変動額

固定資産圧縮準備金の取崩 △ 8,246 8,246

剰余金の配 当 △ 42,000 △ 42,000

当期純利益 690,531 6901531

株主資本以外の項目の

当期間中の変動額 (純 額 )

当期間中の変動額合計 △ 8,246 656,777 648531

令和 3年 3月 31日  残高 262,423 1001000 109,729 113901000 41484,663 6,346,816

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合 計株主資本

合  計

そ の 他

有価 証券

評   価

差 額 金

評価・

換 算

差額等

合 計

令和 2年 4月 1日  残高 6,748,362 11756,347 1 756347 8,504,709

当期間中の変動額

固定資産圧縮準備金の取崩

剰余金の配 当 △ 42,000 △ 42,000

当期純利益 690,531 690,531

株主資本以外の項目の

当期間中の変動額 (純 額 )

327,047 327047 327047

当期間中の変動額合計 6481531 3271047 327,047 975578

令和 3年 3月 31日  残高 713961893 2,083,394 2,083,394 9480288

〔〔3〕



1.重要な会計方針Iヨ系る事項にF幻する淵

(1)資産の評価基準及び評価方法

中

関係会社休式  移動平均法による原価法

その他有価証券 時価のあるもの。決算期末日の市場価格等に基づく時価法

帥 差額イま針 酢噴 産直入法により処理し、売去,原価は移動平均法により算疋
~l

時価のないもの。移動平均法による原価法

C棚卸資産

主として移動平均法による原価法 鑑 性の低下による簿価切下げのガ■

鬱)固定資産の減緬償却の雛

C有形固定資産 (リ ース資産を除く)

建物 幽 高設備を含む)、 構築物についてイよ 定額怯を採用しておりま坑

その他に有形固定資産については主として定率法によつておりま現

②無形固定資産

自社不ll用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間 6年、lに基づく

定額法によっておりま坑

鉱業権は生産高比例法によっておりま坑

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法によっておりま丸

13)引当金の言十上基準

①鮮則引当金

売上債権(貸付金等の貸倒損失に備えるため、下般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権についてlまl醐咄節朝磨哺旨l生を検討し、回収不能見込額を言十上しておりま坑

②賞与引当金

従業員に紺する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しておりま現

③週閉餅掲 1当金

従業員の退職給付に備えるため、退用給肘引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自       軸 J蒟劣とする方法を用いた簡便法を適用しておりま坑

③降ミ虻郵慰労引当金

役員の迎職慰労金の支給備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま坑

141その他計算書類作成のための重要な事項

C重要オょ`ヘッジ会計の方法

1)ヘテ尭誦十の方法

醤 ilス ワップについては、特例処理の要件を満にしておりますので、特例処理を採用しており

ま現

〔91



2)ヘッ料 とヘッ親

lヘ ッジ 調 勢     lヘ ッジ 雑 豹

醤 IIス ワップ  借入金の金利

3)ヘッジ夢途十

岱 キI上昇リスクをヘンジする目的寄 キIスワップ折
「
J用 しており、投磯目的のためのデリバテ

ィブ取弓|イゴィ丁つておりまとんO

4)ヘン渤 性副印つ研虫

醤 キIス ワップについては、特例処理の要件を満たしておりますのでく決算日における有効性の

言平価を省略しておりま現

②消費税および也耕晦摯比6%季鞍狸理は、税抜方式によっておりま坑

2.表 示 方 法 の 変 更 関 す る 注 記

「会計上の見積りの開示に関する会誰藝角 C圃昭に伴う変更
「会計上の勲 開示に関する会乱顧角 総業会言怯撃窃子31号 2020年 3月 31日)を当事業

会計年度から適用し、個別注記表に (会計上の見積に関する注記)を記載しております。

3.会 計 上 の 見 積 り に 関 す る 注 記

(ll会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を言十上した項目であつて、鞭 に係

る計算書類に重要な影響を及ぼす可能陛があるもの

繰延税金資産 477,008千円

なお、雌 産は、呻 債との相殺前金額を記載しておりま坑

12)その他見積りの内容に関する]嘲4軸こ資する情報

繰延税金資産 当社は、将来の利益計画に基づいた課税闘得が十分に確保できることや、

があると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しておりますも繰延

税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前

提とした籍鱒 に変更が生励 した場合、繰延陀斜等勧湘晦さ〃卵笹墳幻が

計上される可能性がありま坑

日

〔10〕



4.貸隆鋳抑窃勲こ「封する淵

1.担保に供している資産及び担保に係る債務

(1)担保に供している資産

建      物

構   築   物

機 械 及 び 装 置

工 具 器 具 備 品

原   料   地

抑
刊
刊
刊
刊
剤
刊
刊
　
　
悧
刊
悧
　
刊
　
¶
刊

業

計

535,387

753,692

1,926,745

345

9,773

316,629

10,000

土

鉱

地

権

12)日果Iョ陳る磁

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

計

2.有形固定資産の減価償却累計額

3.戻腸篭罰生に材 る鋤 的

短 期 金 銭 債 権

短 期 金 銭 債 務

4.醐
他の会強幾衡報錦摯雫からの債務に紺し、保証暫〒っておりませ疵

5群窃舒鵡義書に「封する淵

関係会社との取引高

営業取弓|による取引高

売   上   高

仕   入   高

営業取ラ1以外の取引による取引高

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

3,552,524

651,300

96,700

748,000

28,549,269

1,247,416

560,456

5,977,866

5,507,260

35,506

71,618

刊
剤
　
刊
判

〔11〕



6.           こ「封する淵
1.癸で南鞘朱式脚 て,瑞乾女にF美可する事項

2.当革諜鞘蓼務欄こHおける自正

"麟

M剪霊額およ岬

3.当期 にイ子つた乗畦 の酉己当に関する叡

配当勢 額

該当なし

4。 当鶉 隊 日後に行う栞
‐
暖鷺笠の酉己当に財 る報

令和3年 6月 28日の定時株主繰却こおいて、次の事案を提案しておりま坑

軸 :抑

中 当刃碑勃囀 当舛砺膠琳箱範致 当井材守箱範数

菊 加

螂
21,000,0〔Xl株 21,000,000株

決   議
獄 の

種 類
西己当鞠

本未当たり

配当額
墓剣諄日 効力発生日

令不日2年 6月 29日

却 韓

普通

株式
42,000千円 2円

令和 2年

3月 31日

令和 2年

6月 80日

決   議
獄 の

種 類
酉己当鞠

i株当たり

配当額
基準日 効力発生日

令和 3年 6月 28日

疋
~日

鍬 掛 餘

魏

絋
42,(X10千円 2円

令和 3年

3月 31日

令和 3年

6月 29日

7.親坊拶稚会に紛 る淵

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金

迎謗餅掲 1当金

呻

鵬 暗

綿 鞠

資産除去債務

領 醐 姶

固定資離 鉄

鋼 諭

効

劉 引当金

その他

18,496

309,696

100,302

40,012

7,383

9,659

8,412

55,809

22,317

74,676

2,479

1,437

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

呻 産 計

評価性引当額

645,687

-168,679

円

円

円

千

千

千繰延税金資産 合計

〔】」2〕

477,008



蝉 債

固定資産圧縮積立金

資産除去債務

48,154 千円

3,301 千円

877,322 千円

鱒 債 合計 928,778 千円

8

鱒 債 純額                      451,770 千円

リースにより使用する固定飾蟄こ関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほ力＼事務鵬薇 製造設備の一部については、所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約により使用しておりま坑

9。金融商品に関する注記

1.金融商品の状況に関する事項

当社は、銀行等金融磯関からの臨剰こより資金を調達しておりま坑

的 は主として株式であり、上場床剌こついては四半期ごとイ」軸 の把渥を行っています。

借入金の使途は運転資金 住セ して短期)およひ設備投資資金 9露効 であり、一部の長期借入金の

O禾
「
四 リスクに紺して各 吋スワン

~ノ

¬文号|を実施して支キ上千け息の固定化を動 しておりま坑

なお、デリバティブは内部管理規程に従い,実需の範囲で行うこととしておりま現

2.金融商品の時価等に関する事項

令和3年 3月 31日 (当期の決算日)イこおける貸惜対照表計七薇 H搬 びこれらの差額については、

次のとおりでありま坑                             単位 :千円

蝉 十上海ミ(*1) 隈斯面 (*1) 麹

(つ 理 哨 944,336 944,336

② 動 科 36,042 36,042

(3)群 魏 514,785 514,785

141売拾 877,704 877,704

(D預け金 1,800,188 1,800,188

161的 3,424,346 3,424,346

171戯]笥栓

貸倒31当金 (*21

3,129

(3,129)

0 0

181買胎 (512,521) (512,521)

191醐牌 聡

(長期 1年以内返済分除く)

(800,000) (800,000)

(101長期借入金

(1年以内返済分含む)

(2,194,419) (2,193,327) (908)

〔13〕



(*1)負債に計上されているものについては、 ()で示しておりま坑

(*2)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しておりま現

は:1)金融商品の時価の算定方山漱びに有価証券及びデリバティブ取]|に関する事項

(1)現金及び良鋲  121受取手形、 ③ 電子記録闇底 ④ 売躁鋲 並びに 6)預け金

これらは短期間で決済されるため、時価懃帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によつてお

りま坑

(6)投紫 価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によつております。

(7)長期貸付金

これらの時価について、回収見込額等により算定しておりますЭ

(8)買掛金、(9)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よつております。

(10)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行つた場合に想定される

利率で割 り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップ

の特例処理の対象とされており (下記 (11)参照)、 当該金利スワップと一体として処理され

た元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引

いて算定する方法によっております。

(11)デ リバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております (上記 (10)

参照)。

(注 2)時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式

区分 貸借対照表計上額 (千円)

投資有価証券 (非上場床翰

関係会社株式 (非上場株向

54,472

136,550

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ 。フローを合理的に見積ることなど

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりま

せん。なお、投資有価証券 υ停上易床嘲 については、「16)投資有価証れ には含めておりま

せ疵

〔141



10.賃 貸等不動産に関する注記

1.賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、福井県内及び他に二重県亀山市他に、賃貸用工場用地等を保有しています。

2.賃貸等不動産の時価に関する事項 (単位 :千円)

貸借対照表計上額 Π鍋

1,238,508 1,095,839

(注 1)貸借紺照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま坑

(注 2)当期末の時価は、固定資産税評価額を参考に自社で算定した金額でありま坑

〔151



11.関連当事者との取引に関する注記

1親 会社及び法人主要株主等

(単位 円 )

(注 )1 取 引条件 および取 引条 件の決定方針 等

―破 取 引と同様 に決定 しております 。

2.子 会社及び関連会社等

(単位 :千 円 )

(注 )取 引条件及び取引条件の決定方針等

可 資金の貸付については無利息 としてお ります。資金の貸付の取引金額は期中平均残高を記載 してお ります。

上記以外の取引については、一般取引と同様に決定 してお ります。

2 敦賀セメン ト建材爛の銀行借入に対 して当社が債務保証を行つてお りま した。

債務保証の金額は、期中平均残高を記載 しております。

期末現在は行 つておりません。

種 類 会社等の名称

議決権等の

所有 (被所有 )

割合

関連当事者と

の関係
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

親会社 太平洋セメントl抑

被所有

直接 671%
当社製品の販売

原燃料の購入

委託業務

原料の購入・運搬1

セメント及び国化材の販売

リサ イクル処理収 入

レアメタル原料代

石灰石・石炭他

品質試験 業務

タンカル購 入・運搬他

4,447,432

747,843

20,620

826】 291

33j132

71247

売掛金

電子記録債権

営業未収 入金

未収入金

買掛 金

未払費 用

未払費用

4171925

480,992

88】 880

21370

441704

種 類 会社等の名称

議決権等 の

所有 (被所有 )

割合

関連当事者と

の関係
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 敦賀セメント運輸爛
所有

直接 8825%

賃貸

役員の兼任

社員出 向

作業委託

設備・事 務所等賃 貸

出向費他

駐車場 代

請負作 業料他

外注工事代他

原燃料 品荷 揚他

231269

85,270

1,426

280,911

157,530

101、471

売掛金

未収入金

未収収 益

買掛 金

未払金

未払費用

130

48,278

23,606

25,831

子会社 敦賀セル ト建材 l抑

所 有

直接 100%

製 品販 売

受託業務

役 員の兼任

社 員 出 向

設備賃 借

債務保 証 (注2)

石灰系回化材等 販売

配 当金他

出向費他

リサ イクル処理他

石音代他

受入出 向費

設備賃借料他

債 務保 証

623,626

4,317

86,749

109,762

15,104

48,406

15,824

833

売掛 金

未収収 益

未 収入金

営業未収 入金

買掛金

未払費 用

未払費用

債務保証

231】 667

53
21,635

5,424

134

子会社 榊テクノツルガ

所 有

直接 100,ノ。

賃貸

社 員出 向

作 業委託

土地他

配 当金

出向費他

業務委託料他

工  事  代

2,332

3,979

52,329

351,306

3.237.280

売掛 金

未収収 益

未収入金

未払費用

未払金

618

333881

子会社 ツルガ物流4赤 )

所 有

直接 100%

賃 貸

社 員出向

作 業委託

事務所等賃 貸

出向費他

運賃他

業務委託料 他

外注工事代他

横持

1,056

11,878

143,374

21,384

37,327

61435

売掛 金

未収入金

未払費用

未払費用

未払金

買掛 金

58

1,651

281476

5】 352

1、 321

子会社 石山鉱業1未l

所有

直 接625%
商品の貝葺入

社員出向

石灰石仕入

出向費他

159】738
13516

買桂卜金

未収入金

43,449

1 530

子会社 福井小野田レミコン榊
数賀セメント建材所有

間接 900ノ6
役 員の乗任 出向資他 171 未収入金

子会社 武 生 ′卜野 田 レミコン帥
敦賀セメント建材所有

間接 900/6
役 員の兼任 出向費他 11,448 未収入金 7
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種 類 会社等の名称

議決権等の

所有 (被所有 )

害‖合

関連当事者との

関係
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

親会社の子会社 太平洋マテリアル榊 なし 当社製品の販売 補修材の販売 12,123 売掛金 1 549

親会社の子会社
太平洋フィナルャ

,レ・アント
・・アカウシティ

シク・0烈

なし
資金の預入 (注 1、 2)

利息の受取

1,275,000

4,729

預け金

未収入金

1,800,000

1,415

3.兄弟会社等

(単位 :千 円)

(注)1 取引条件および取引条件の決定方針等

一般取引と同様に決定しております。

2資金の預入の金額は、期中平均残高を記載 しております。

12.1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 451円 44銭

1株当たり当期純利益 32円 88銭

13.重要な後碁義豹こ関する淵

該当事項はありませ疵
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